予算要求資料
平成27年度当初予算　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：身体障害者更生相談所費　　　
	事業名　新障がい者総合相談センター情報提供事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　健康福祉部　身体障害者更生相談所　管理調整担当　電話番号：058-231-9715
　　　　　　　E-mail：c22201@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　　　1,311千円（前年度予算額：      0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	1,311
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,311

	決定額
	1,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
平成２７年４月から身体障害、知的障害、精神障害、発達障害にかかる機関が入居する岐阜県障がい者総合相談センターが供用開始されるに当たり、各種の障がいに関わる理解を深めるための情報提供を行う。

県民の障がいに対する理解が進んでいるとはいえず、県政モニターに対するアンケート（H25.8実施）においても、障害者差別解消法や障害者権利条約に対する認知度は低い状況にある。　　　

また、近年、障がい者の自立や社会参加に資するための福祉機器は多様となり、新たな製品の開発も進んでいるが、こうした機器の情報が必要とされる人々に届いているとは言い難い。

障がい者総合相談センターの供用開始にあたり、入居機関が連携して障がいに対する県民の理解を図るための公開講座等と展示室を活用した福祉機器等の情報提供を行う。

（２）事業内容

· 障がいに対する理解を深めるための県民向け公開講座等の開催

· 展示室を活用した福祉用具等に関する情報提供
県民向け公開講座

　 　・新庁舎の開所を記念した講演会と、各種の障害についての理解を深めるため、県民に対する連続公開講座を開催

　 　・例示として、全体ガイダンスと身体障害、知的障害、精神障害、高次脳機能障害、発達障害、難病の６つの分野について、各１回の「障がい等理解講座」を開催

　 福祉用具等に関する情報提供
・展示室を活用して、福祉用具等に関する情報提供を実施

・情報提供は、障がい者本人や介護者をはじめ、市町村職員、福祉関係事
業者等を対象とする。
・特に市町村職員については、障害者総合支援法による補装具や日常生活
用具等の支給決定主体が市町村であるものの、担当職員が直接福祉機器
に接する機会が少ないため、実物を展示した情報提供は有意義である。

・展示全般についての助言を得るため、アドバイザーを設置するとともに、
どのような展示が適当かを審査するため、「福祉機器等展示審査会（仮
称）」を設置
・展示品に対する理解を深めるために福祉機器講座を開催
・待合コーナーを活用して障害者のアート作品を展示

　
（３）県負担・補助率の考え方

　  ・県10／10
（４）類似事業の有無
　  ・無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	470
	講師謝金等

	旅費
	242
	講師費用弁償、業務旅費

	需用費
	269
	資料作成費、展示用自助具　等

	委託料
	280
	展示にかかるサイン類作成委託費

	使用料
	50
	障がい者アート等賃借料

	合計
	1,311
	


	　決定額の考え方　

事業内容を精査し、所要額を計上します。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　身体障害者更生相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センター及　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　び発達障害者支援センターを同一建物内に設置し、三障がいへの一元的な相談支援を行う。
（２）国・他県の状況

　　　４障害（身体・知的・精神・発達）の相談機関を集約するのは、山梨県に次いで全国で２例目 
（３）後年度の財政負担
　　　継続的に事業を実施していくことにより、障がいに対する理解が浸透し、各種福祉用具の活用の理解が深まっていく。
（４）事業主体及びその妥当性
　　　市町村が行う障害者の援護に関し、市町村に対して福祉用具等の専門的な情報の提供を行うものであり、県が事業主体となることは妥当である。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
障がい者総合相談センターの供用開始にあたり、入居機関が連携して障が

いに対する県民の理解を図るための公開講座等と展示室を活用した福祉機器等の情報提供を行う


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	公開講座参加人数
	0人
（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	300人
（H27）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　福祉用具の展示や福祉関連の公開講座を開くことにより、障がい者にとって、有効な福祉用具や情報を得ることは、重要である。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
障がい者総合相談センターが公開講座や福祉用具の展示等を行っていることを、市町村や関係者に知ってもらう広報が重要である。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

次年度以降も、関係機関と十分協議のうえ、積極的な協力を求め、身体障がい者のニーズを踏まえた充実した事業に取り組みます。




